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戦時体制下における師範学校

政策の展開に関する一考察

A Study on the Dovelopment of Nomal 

School Policy during the Pacific War 

逸 見勝亮

Masaaki Henmi 

概要

本論文t工、 8中戦争の開始から敗戦にいたる潤の部範学校政策の燥潟を、主として小学校教員の確保とL、う側面か

ら分析しようとしたものであるO

第 1牽では、大恐慌以降縮小される傾向にあった翻範学校が急速に拡大される過程について検討した。ここでは第

ーに、侵略戦争の拡大に伴なう労働カと兵員の不足は、教員待遇の{尽きとキ@倹って、車五退綴・応召教員の増加となり

「教員の払底」特にま教員の不足を深刻なものとしたが、これの「打開j策として本科の拡大が行なわれ、「大陸科」

「傷湊軍人教員養成所」など滞留主義的発展の新たな所産が生み出されること、第二に、にもかかわらず、教員待遇

改善がなされない以上、師範学校に志願者を得ることさえ間重量であれまたlE教員不足を補い得るものではなかった

こと、第三に、「教員の払底j は、多数の准・代用教員と女子教員によってのみ可能であったこと、以上の点、が歴史

的過程に沿って分析された。

第2撃では、師範学校制度の宝章受な柱であった短耳目現役制度と徴兵免除が、兵員磯保と国民皆兵制の下での徴兵免

除とL、う矛盾を解消して軍国主義を一層おしすすめるという家事上の理由をもって廃止されることにより、師範学校

入学志願者のi成少と教員不足に拍車をどかけ、富市範学校における箪事教練が将来の兵員を予想して、いやがうえにも強

化されてL、く必然的過程を分析した。

第3重きでは、 1943(昭18)年「師範教育令j改正による師範学校の「昇格jは、翻範学校に志願者を得ることがm
難であるという矛盾の「打開j策として、教育機能が綴壌にi匂いつつある時でなければ提起されなかった必然性と、

師範学校生徒が、勤労動員にかりたてられ、遂には帝国主義の教育聖書主主にもとづくものでありながら、帝国主義自ら

の手によって師範学校の教育機能が完全に崩壊されてしまう過程について分析した。

補では、教員の養成・確保が、実際的には、道府県の爽任においてなされたとL、う歴史的事情から、教員補充策の

展開を、北海道の場合を、例にとって検討した。

ここでは、多数の准・代用教員の採用と女子部範学校、l'侯教員養成所の設震などを通じて、「教員の払底」が地方

財政状況に規定されて「打開」されていったことを明らかにしようとした。

第 1意 「教員の払底j と部範学校の拡大

第 2主主 短期務役制度の廃止と学校教練の強化

第3主主 「師範教育令」改正と教育機能の崩壊

Eヨ 次

補北海道における教員補充策

一一女子師範学校と准教員養成所の設置一一

むすび
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第 1章 「教員の払底Jと師範学校の拡大

1937 (昭12) 年 7 月、中国侵略が~簡約に開始される

とともに、一切の労働組合活動が禁止され、侵略戦争に

批判的な者はいうに及ばず、積極的に支持しないえ告に対

してまで弾圧が加えられ、 E道内のファッショ的反動体総

は飛E義的に強化された。

総力戦遂行のために経済の箪率的存編成が進行し、膨

大な労働力、兵員、資材、箪需品の確保がはかられた0

1938 (昭14)年 7}j、国家権力は労働者の援用、食金、

労働時間合統制下においた。資本は高度の利潤をめざし

て箪譲渡業に集中し、「…低度の産業構造を満州事変以

後の十年間は一気にふき破り、…一一九三五年室重工梁と

軽工業の地位は逆転したJO)

教育はこのような侵略戦争と生産カの拡大のために労

働力と兵員を供給することに挙げて奉仕させられた。今

や「有為なる産業労働J療の育成Jr鼠防力の増進jは、

教育にとっても最大の課題であった。

労働力の基幹産業への集中と兵員の礁保とは、教員の

劣悪:な待遇という条件もあって、 「教員の払底J~をもた

らしたのである。この状況は例えば「最近小学校訓導の

定員不足が金問的な現象となりつつある。その療関とし

て数ふべきものは寧諮工業を始め巌業界の拡充に伴ひそ

の方面への転職者の続出、学級増加、満州朝鮮台湾など

への出向……数は多くはないが応召による欠員も若干含

まれているJ(2) と報じられた。後述する短期現役制度と

徴兵免除の廃止はこの事態に一層拍車をかけた。

転職者、応召・現役兵服務などにより、どの伎の数の

教員が不足とされたのかは必ずしも定かで、はなし、。「教

育週報Jは、応召教員が1937(sB12)年 8月末現在全国で

500人であったと報じている句、 また石戸谷氏によれば

IPB和十三年度に送機した小学校教員は二万八千人、これ

に学童自然増による増加要員六千人を加えて、約三万四

千人の教員が昭和一四年度には新たに補充されねばなら

ぬのに、師範学校を卒業するものは約一万人J<めに過ぎ

ない。この指摘によれば、 1939(昭14)年度には約24，0

00名の教員が不足していたことになる。

また、北海道小学校長会教育調査部と北海道1併合教育

会との調査によれば、 1939(昭14)年度における状況は

く表1)の如くであった。

これによれば、橋氏地への「出向教員j、転職者と何

らかの理由による退職者t士、 1621(男871、女750)名で、

あり悶年度の教員総数の17%近くにものぼる。(5)

新潟は的確にも次のように分析した。

〈袋1> 1939年度・北海道にお

ける小学校教員巽動の状況

性別

朝鮮・満州、I. rJll議への転出者
Iff 来事長任者
事長 戦 者
その他の退職者

庁十

1"・H ・土地の広大なると人口の税務なる笑{脅から、所

諮主幹級複式の特殊機構の中に、喰さへ義務教育の飛躍向

上が緩も望まれる本道に、 E見に百二十名の必須教員を不

足とする現下の送状は、互に緊急の解決を婆すべき重大

問題たるを失はない……道内教員の払底のj京悶は、応召

教員が直接の原因ではあるが、事変前と量産も必ずしも教

員の数が潤沢だったとはし、へなかった。・・…教員の死亡

転織を初め、近時機となりつつある溺鮮方面への出向…

…軍需景気に影響される転職者の補充は、事変喜むと自在も

本道教育界の重要問見届として考えられていた…".全国的

な苦手変後の教員払底については未だ何らの方策が具体化

されていない・.....J(6)

頻繁に指摘された「教員の払底」は、この報道が示す

ようにg本資本主義の下での初等学校教員の養成・縫保

に絶えずつきまとった慢性的ともいうべき教員の不足

が、侵略戦争のー}替の激化という条件に直接的に規定さ

れて新たな矛盾として顕にならざるを得なかった結楽で

あった。

て、は、この「教員の払底J状況はどのように「打開」

されようとしたのか。

第一に締範学校本科の拡大がはかられた。大恐慌から

1930年代前半にみられた第一部学級数縮小の傾向は、

1939 (PB14)年には一転して急速に増大された。 1940

(昭15)年には、男子は一挙に 49学級が;増設された。第

二部も一焚して機大し続けて、 1936(昭12)年には 4466

名と第一$をうわまわる卒業者な出し、教員供給源とし

ての位置を第一部にとって代った。第二部は、特に短期

現役時u皮が廃ll::された 1939年〈昭14)年には、男子45、

女子 32、合計77学級が、翌 1940(昭15)年にも男子36、

女子36、合計 72学級が増設された。 1940(昭 15)年に

は、Ilili範学校はついに 1万名をこえる卒業者を出すまで

に至った。(く表2>を参照されたい)

文部省藤野普通学務局長は、 1939(昭 14)年 2月 18

臼衆議院において、短期現役制度の廃止に伴う対策とし

て「昭和十四、十五年の両年度において教員の補充方法と

して師範学校第二部で二千四百名を目標として生徒を増

募せしめるこれがため緩費十万円を増加計上した」的と
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〈表2) 鰯範学校学級数・卒業者数の推移

h 
下 級数 卒 業 者

Z高 A 部第二部 2高 告s 2高

勢 tと男女 男 女 J十 5号

1926 691 288 128 86 4，528 2，∞8 6，536 4，121 
1927 705 292 121 90 4，929 2，265 7，194 4，253 
1928 695 290 123 93 4，752 2，157 6，907 4，537 
192日 684 2官。 119 百8 4，498 2，040 6，538 4，181 
1930 657 284 107 89 4，682 2，168 6，850 3，376 
1931 612 275 81 76 4，787 2，100 6，887 20 
1932 54:3 263 140 88 4，752 2，085 6，837 2，215 
19:33 481 248 135 89 4，158 2，005 6，163 1，972 
1934 424 237 145 94 3，497 1，644 5，141 2，033 
1935 382 231 163 100 2，823 1，487 4，310 2，214 
l自36 358 227 182 102 2，231 1，331 3，562 2，856 
1937 352 228 189 100 2，120 1， 238 3，358 3，142 
1938 348 230 208 102 2，021 1，2宮5 3，316 3，187 
1939 351 230 257 134 2，075 1，350 3，425 3，633 
1940 400 232 293 170 2，154 1， 394 3，548 4，768 
1941 452 233 295 170 2，254 1，446 3，700 4，131 
1942 487 233 275 180 2，139 1，476 3，615 4，245 

「文部省年報」より作成

fr. 

2，862 
2，739 
2，491 
2，485 
1，997 
947 

1，381 
1， 305 
1，250 
1，472 
1，610 
1，645 
1，711 
1.835 
2，964 
3，265 
3，230 

書士

郊

言

6，983 
6，992 
7，028 
6，666 
5，373 

96I 
3，5宮6
3，277 
3，283 
3，686 
4，466 
4，787 
4，898 
5，468 
7，732 
7，396 
7，475 

計図であったが、経費が予定の透りに認

められなかったJ(11) という経過会経て、

第二郊に設援されたのであった。文部省

の「十!来ノ師範学校エj設けたという先

の説明があるがJ文部省年報Jによれば、

1939 (昭 14)年度には、秋問、茨木、福

井、三重、広島、香川、災崎、鹿児島各

師範学校に各一学級、 225名が在学して

いたことが知れる。

翌 1940(招 15)年度には、秋郎、茨

木、栃木、寓山、福井、岐阜、三重、広

島、香川、長崎、鳥取、佐賀、鹿児島各

師範学校に設けられ、 425~の志願者が

あり、 279名が入学した。 1941(昭 16)

年度以降については不明な点が多い(12)。

「大陵科Jにおいては、小学校本科正

教員の資格が与えられたが、同時に「設

立の趣旨から支那議の修得を必婆とされ

説明した。短期現役制度の廃止ときたるべき義務教育年 たのはもちろんであるが、学科目として閣議漢文に重点

線の延長に対処するために師範学校本科の急速な拡大が をおき、さらに現地の情勢(戦死者の慰霊祭執行者の必

進められたので、あった。 華客〕から神道に関する議委員や礼法をも履修したj<l3)ので

金融恐慌以後の地方財政縮小政策の結楽、第一都は絡 あった。

小され、更には私費生の急速な増大によって師範学校の 「大隊科jは、「満州事号鮮台湾などへの出向教員jの増

経費が全体的に削減されるとともに、他方国民の負担が 方nが、教員不足をもたらすのを防く、、ためにその組織的養

増すとしづ状況にあった(的。ところが、今、臼本帝国主 成を積緩的にすすめることを民的としたものであった。

義が労働力と兵員の磯保のための政策をとらざるを得な 「師範学校ニ於ケノレ教育モ時局ノ認識ヲ深メ興産教育ノ

かった結果、地方財政状況は何ら改善されていない仰に 実施ニ一層意ヲ用ヒラレンコト」が期待されているよう

もかかわらず、郎範学校は拡大の方向をとらざるを得な に、「大陸科Jの設震が問時に、師範学校における教育

かった。 のー}替の、いわば思想統一のためのテコとなったことは

更に、 1939(昭 14)年、師範学校に「大陵科」が設け 疑いなし、。

られた。文部省は全国郊範学校長会議(1936，6)におし、 これらの具体的措霞は、必ずしも順調に進行したので

て「瀦支方商ニ進出スノレ小学校教員ニ関スノレ件」として はなかった。先の全国師範学校長会議において文部省は

次のような説明を行なっko r近持経済界ノ変移ニ依リ内外ニ豆リ各部lIiiニ人ノ活動

「我ガ関ハ東互主諸邦ノ現主トシテ其ノ根本義ヲ主主主語シ ヲ促シ人的資源ノ祷給ヲ苅スノレニ当り小学校教員ニ対ス

満支教育文化ノ徹底的建直ヲ為スノ必望書アノレト共ニ我ガ ノレ需要モ亦日ユ増加セントスノレ実情ニアノレヲ以テ各位ハ

国ノ教員ヲシテ主主ニ大国民主東成ノ施設タラ、ンムノレハ最モ i比ノ現状ニ対シヨク管内中等学校及小学校ト逮絡ヲトリ

繁華書ナワ殊ニ時局ノ伸展ユ伴ヒ満支ユ於ケノレ邦人子弟ノ 中等学校、小学校ヲ卒業セントスノレ生徒児童量ニ対シ現下

教育ヲ目的トスノレ小学校教員ノ、益々不足ヲ告ゲ内地小学 ノ実情ヲ深ク認識セシムノレト共ユ逢等ノ父兄ヲ勧説シ生

校教員ヲ招聴スルモノ著シク増加セノレノ趨勢ニ鑑ミ本省 徒児童ヲ指導、ン以テ優秀ナノレ小学校教員ノ充足ヲ図り図

ハ昭和十四年度に於テ十県ノ師範学校ニ特別学級ヲ設ケ 民教育ノ会キヲ期セラレタシJと「小学校教員志望者指

共/養成ニ当タレノレモ今後ノ、増設ノ必要アルト共ニ各師 毒事ニ腐スル件jを示した(14)。同時に、「近持続範学校ノ

範学校ニ於ケル教育モ時潟ノ認識ヲ深メ輿I医教育ノ実施 入学志願者ニ表レタル状況jについて「校長より詳絡に

ニ一層意ヲ潟ヒラレンコトヲ望ムJ(10)と。 わたって状況を総耳元JOめした。「小学校教員志望者指導」

この「特別学級Jが「大陸科Jである。 r大陸科」は とは、婆するに締範学校入学志願者を獲得せよというこ

1-;初め満支出向教員養成のため特殊の新機関を設毅する とであった。
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「教育週報jは「怒ふ様に良質の入学者を得ることが

できないので再募集してみたがやはり駄目だったのて1上

むを得ず(入学者を〕予定の数よりも減じた」学校の存

夜を伝えた。更に「年々志願者逓減、続範生の笈の低下

」とL、う見出しを掲げて「近年人1::]の増加に伴ひ小学校

の年々の学級の増加が会関て‘四千学級に上って勝るので

小学校教員の増員は必然的となって居るこの時に当り志

願者は減じその上に質は劣って来るという事ーは関民教育

上捨て佼き真意き震大問題Jであると報じた(lll)c

〈表3) 師範学校(男子)入学志願
者・入学者・競争率の推移

耳 t1[j 前二部、
入。戸ぷ願書人;;:者 競争率 人'主，ι瀬署ず入京者 競争率

人 人 人
4，27人3 1926 22，292 5，566 -4，(治 13，135 3.03 

1927 22，52告 5，571 4.04 17，005 4，412 3.85 
1928 23，8:シi 5，430 4.:19 22，094 4，573 4.83 
1929 24，002 4，761 5.04 22，895 4，215 5.長1
1930 19，321 :>，865 :>.00 22，815 3，458 6.60 
1931 15，797 3，057 5.17 17，3lli 2，:>61 7.:均
1932 13，190 2，446 5.41 13，831 2，081 6.65 
1933 13，676 2，315 5.91 14，216 2，105 6.75 
1934 14，423 2，261 6.38 14，5ω 2，298 時.:3:1
1935 11.774 2.288 5.15 12.458 2，998 4.16 
J9:l6 10，810 2，4:l2 4.44 11.426 :>，28号 1.4i' 
1937 10，6仔7 2，446 4.:14 1l.051 3，385 :1.26 
1宮38 8，372 2.552 :3.28 9，4:l9 3.840 2.46 
1939昔話 2.768 5.152 
1940 1l，570 4，682 2.46 8.138 4.226 1.91 
1941 11，741 4，742 2.48 9.551 4.6創) 2.04 
1942 14，325 4.625 3.10 10.178 4.682 2.17 

1文部省年報J により作成

帯 資料の:-Fj舗によりιミ願書については被おとなっているウ

事実、師範学校入学芝、綴者は、;，H'lの綴小に伴って減

少の傾向を示しているが、学校規模が急速に拡大される

ようになっても志願者は念、激に増えてはいない。特に第

一部(努予)はく表 2)によれば 1932(昭 7)年以降一

貫して拡大して行くにもかかわらず、志願者は減少して

いる。(く表3)を参照されたしうしかも単に宏、願者が減

ったというだけでなく、「教育週報」が報じたように、

しばしば志願者が定員に満たない状態さえ生じた。拶tlえ

ば 1940(昭 15)年の状、況はこうであった。

「千葉の男子Iirli範の如きは今月c1月〉米が締切とい

ふに二十二日までに一人の志綴者もなく、叉、埼玉県で

は女子締範すら数へる伎の志願者しかないといふ有様で

あり……各師範学校共h …二郊の志願者が少なく、学校

によっては先生が手分けして各中学校へ勧誘に出かける

といふ飛んだ生徒集め策を講じている所すらある始末

だJ(lT)

更に 1941(昭 16)年の第二部(男子)は「第一次試

験を行なった男子姉範三十校のうち、定員以上の応募者

を得たものは十八校に過ぎず、定員を充し得たものが十

四校、第二次募集を行なっても定員を充し得ざる男子締

範が札幌ほか六校、規)11郎範のま口きに歪つては、八十名

に対して第一次応募者が僅かに九名、受験者九名、合格

者九名、第二次試験においても応募者十六名、入学者九

名というが如き惨憎たる状態であったJO吋

女子音sにおいても向じ状況が生まれていた(19)。

新設された「大陸科」についても同様であった。「小

学校教員の大陸進出を襟1労し議会の要望によって……会

溺十獅範に附設された大陸科の如きは定員四十名を溺し

得たのは十校斗3務JII吉i目撃百一校のみで他の九校は全部不足

長崎師範の如きは僅かに定員の半数it'名に過ぎないとい

う状況J(20) にあった。実際 1939(昭 14)年度には、定

ft 400名に対して 225名が在学していたに過ぎなし、。

このような締範学校入学志験者が、時として定員にさ

え達しないほど減少した滋治は「中学援に実業学校卒業

生の初任給が軍事幸景気などの影饗を受けて五十円前後で

あるに小学校教員の場合は玉v-均初任給四十五円という待

遇上の差異のあること…-殊に大陸科の場合には待遇が

さして好条件に蕊まれぬ上に大i畿の何れに向けられるか

判らぬとL、う不安な気持ちがあることJ(21)とL、う文部省

自身の説明によっても明I阪である。

多数の入学志願者を得るために、文部省、は先に触れた

ように、「小学校教員志望者指導ニ関スノL件」を邸範学

校長に示して志躍医者の勧誘に努めさせた。また短期E見役

iliU~主の廃止に際して「実業学校、殊ニ差是梁方面ヨヲ師範

学校二部ニ入学ヲ得ノい… (22) と述べたが、 1939(昭

14)年1月6日、通}傑「実業学校卒業者ノ師範学校本科第

二部入学ニ潟スノレ件J~tr実業学校特ニ幾業学校卒業者/

鏑範学校入学ニ関シ"l然御取計燦度・・・・考査学科白、考

査問題等ニ関シ適当ナノレ配意、ヲ JJIIブノレコト……J(23) と

実業学校卒業者の使主主をはかるべきことを指示した。翌

年には通牒「師範学校生徒給資ニ関スノレ件J(1940.3.30)

を発して「翻範学校生徒ハ本来公費ヲ以テ養成スベキ建

前ナルニ地方財政上ノ関係等ニヨリ近年公費生ノ員数及

給変額箸シク減少セラレ為ニ生徒ノ募集上ニ勘カラザノレ

影饗ヲ及ボシ殊ニ最近産業界ノ勃興ニ伴ヒ優秀ナノレ生徒

ヲ招致スノレコト甚ダm難ナノレ実情ニアリ……道府県ニ於

テハ…一財政ノ許ス限リ公費生ヲ場員スノレト共ニ学費支

給額ヲ増加スノレ様ュ御配慮、相成度……本件ニ関シテハ内

務省、ト協議済ニ付為念申添J(2<) と志願者増加策を示し

Tこ。

しかし、教員の待遇改善のための措置は依然として願

られなかったし、間政委任事務の増加が地方財政を圧迫

していた時、公費生の増加・給費増額はほとんど不可能

に近かったから、文部省が示した志願者増加策は、意味

をなさなかったのは当然であった。文部省がなし得たの

は、せいぜい以上のことでしかなかった。
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(表4) 市町村立小学校教員総数及構成(比)

1:λ 教員総数 本科iE数民 専科正数民 l世 教 員

(%) (%) (%1 
1926 214，590 164，037(76.44) 11，795(5.50) 14，722 (6.90) 
1927 223，390 175，275 (78.46) 12，582 (5 .63) 13，513 (6 .01) 
1928 226，376 179，477 (79. 281 13，155 (5.81) 12，753 (5 .63) 
1929 231，157 187，189 (80. 981 13，399 (5 .80) 10，806 (4 .67) 
1930 232，545 192，867(82.94) 13，076 (5.62) 8，780 (3 .78) 
1931 231，724 196，226(84.68) 12，904 (5.57) 6，811 (2.941 
1932 236，289 198，788(84.13) 12，949 (5 .48) 6，132(2.ω) 
l自33 243，437 202，569(83.211 10，177 (4.18) 5，810 (2 .39) 
1934 250，941 209，498 (83. 481 13，585 (5 .41) 5，5ω(2.22) 
1935 255，418 213，769(83.69) 13，686 (5.361 5，478(2.14) 
1936 25宮，181 216，265(83.44) 13，615 (5 .25) 5，5a(2.12) 
1937 266，378 219，263(82.311 13，703 (5.14) 5，519(2.07) 
1938 271，822 泣0，972(81.2宮) 13，622 (5.01) 5，587(2.06) 
1939※ 

1940 284，904 223，577(78.47) 14，022 (4 .92) 7，680 (2 .67) 
1941 292，398 224，383(76.74) 13，172 (4 .50) 8，735包.99)
1942端※

1943 3∞，562 221，188(73.59) 12，616 (4 .20) 10，146(3.38) 
1944 3∞，840 218，182iη.52) 13，295 (4 .42) 10，395 (3 .46) 

「文部省年事長J により作成

※ 1939年凌が空白であるのは資料の不備による。
※嶺'lf事長Jに教員構成の記載がみられないために、空白となっている。

代用教員

(%) 
24，056 (11.21) 
22，086 (9.89) 
21.482 (9.49) 
19，763 (8.55) 
17，642 (7.59) 
15，783 (6.81) 
18，481 ( 7.82) 
21，880 ( 8.99) 
22，323 ( 8.901 
22，384 ( 8.76) 
お，799( 9.18) 
27，9a (10.47) 
31，641 (11.64) 

39，604 (13.90) 
46， 104 (15. 77) 

56，612 (18.84) 
58，968 (19.60) 

出現加を特徴としている。教員中女子の比喜容の高

まりは明療である。((表 5)を参照されたい)

1938 (昭13)年を例にとってみよう。教員総

数は、前年に比して 5，444増えている O これを

詳細に検討すると、実際には男子IE教員の 406

人減、女子IE教員の 1，913人増(正教員ム709

人増)、男子代用教員の 377人端、女子の 3，361

人増(代用教員 3，738入場)となっている。

富師範学校は、 1938(昭 13)年3月に 9，154(男

5，262、女3，883)人の卒業者を送っているの

に、 1938(HB 13)年の教員増加数のうち正教員

は三分のーしか占めていない。それのみか、努

子についてみれば、正教員の減少a'くいとめる

こともできなかったので、はる。

「教員の払底j を解消する上で、師範学校本

科の拡大がはたし得た役割は、このように微々

たるものであった。教員の不足は、代用教員と

准教員資格者によって、あるいは、「従来の会

また、本科の拡大とても弥縫策たることを免れ得るも

のではなかった。市町村立小学校教員の資格別構成比は

教員中男子教員三分の二、女子教員三分のーの原jllJJ(25) 

は打破され、多数の女子教員の採用によってのみ補われ

たのであった。く表4)の如くである。これによれば、本科宏教員は、

絶対数が潟大しているにもかかわらず、教員全体の中で

の構成比は1931(紹 6)年の 84.68%をピークに、その

後は一貫して低下する傾向を示す。一方、代用教員は

1931 (昭 6)年の 6.81%を境に、次第にその構成上じを

筒めてし、く。絶対数においては、 1938(昭13)年には 19

31 (昭 6)年の 2倍、 1941(昭 16)年には 3倍、 1944(沼

19)年には約4倍に達する。准教員の比本は僅かではあ

るヵ:高まる。

(表5)市町村立小学校教員の男女構成比

;;入 正教員

男 女

1934 151.038 58，4ω 
1935 154，124 59，儲5
1936 155，618 60，647 
1937 156，564 62，699 
l鰯 156，158 64，814 
19311選
19.ω 151.541 72，036 
1941 144，837 79，弘6
1942器弾

1943 132，852 88，336 
1悦4 120，345 97，837 

「文部省年報jより作成

講 資料の不嫌による n

頭注 「年報JIこ記載が♀しら

代用教員 教員総数中男女梼成比

男 女 男 女(%)

12，131 10，192 17:ι430 78，511 (31. 29) 
ll，812 10，572 175，186 80 ，231 (31. 41) 
12，4宮2ll，3O3 177，055 82，126(31.69) 
14，251 13，652 179，2% 870・82(32.632時) 
14，628 17，013 178，369 93，453(34. 

17，726 26，878 1下0，732114，172(4Q侃
14，801 31，303 Iffi，738 125，船0(42.9日

17，353 39，259 156，525 144，082(47.94) 
18，972 39，骨骨6 145，055 155，749(51. 77) 

正教員数の増加は、 1937(昭12)年の 156，564人をど

ークとする男子の減少と、他方では女子の一貫した犠加

を内容としている O 代用教員の場合にも、女子の急激な
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それでもなお「地方によっては代用教員を得るにも容

易ならず、教育者として果して適格なりや~ゃを厳に吟

味することさえできず、辛じて~fIi)を充たすに念、なる所

…..J(叫があり、「補充は到底有資格の男教員に求める

ことができなくて、中学出の代用教員を物色するのであ

るが、夫れすらも殆んど得られないという現状J(21)であ

った。

われわれは次に、興味ある事実一一傷湊軍人尋常小学

校教員養成所、及び特設教員養成所などについてふれて

みよう。

傷湊軍人を中等学校教員に仕立てあげるための施設

が、ぬ40(紹15)年9月、東京高等師範学校内部に、小

学校教員のそれは、東京、京都、岡山、熊本、宮城の各

府県師範学校内に附設された。

前者は国語潔文、英語、地理療史、数学、物理化学、

博物の 6科、定員 100名、修業年限 2年、入所資格は専

門学校卒業またはそれと同等以上とされ、 1年 200円の}

修学手当が支給されることとなった。

後者は、入所資格は中等学校(陸海軍内部の相当学校

を含む)、または隠等以上、学費衣食費として、 I年 300

円を支給された。

この穏の教育機関の設援は、傷兵保護院、文部省、陸

海軍省の折衡を経て決定されたものであるが、侵略戦争

の結果生じた戦傷者の「優遇」の名にj怒れて行なわれた
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その意図は次のようなものであった。

「療機に復帰することの凶棄まになった努土の中には将

来教育者として立つ薬事与と熱意とを兵へたものが松当多

く、第二の奉公を教壊に俸げしむることは最善燦箪人優遇

の点からも真に望ましく、叉際的をくぐり死線を越えた

尊ひ体験が、国防に対する認識、傷演軍人に対する空宇

敬、感謝の念を高め、子弟の蒸育に及ぼす期待も大きい

..‘...J(お)

文部省藤野普通学務局長は、 f戦傷5ち二とが好び教樹に

立たれることは本人のためにも溺より [1←ド教員払底の傾

向にある小、小学校に聖戦の立をを示現にするわけで結構

なことpめであると積極的に支持した。

更に、修業生f-IT良1年の傷探索人尋常:小学校准教員養成

所講習科が、高等小学校卒業程度以上の者を対象にし

て、議島、埼玉、石川、愛知第一、和歌山、島根、愛媛、

大分各都範学校に開設された。(:{O)

また、傷演家人ct等教員養成所は、 1941(s召16)年に

は、入所資格安専門学校程度以上から中学校卒業税度以

上と引き下げ、修業年限を三年に延期し、定員も 20名

から 50名に増加し、国諮漢文、燦史地理、数学の三三H
とした。(物理、笑話、博物科は路11ニ)(31) 

侵略戦争の拡大は、教員を兵員としてかりだしたが、

逆に戦傷者が教員として送り返されてきた。この養成

は、男子教員の減少という間際をぬっての教員養成であ

った。「涼織に復帰することのできなし、J者を教員に役

立てあげることは、教員の不足せど補なうということで一

定の意味合持ち得たことは確かである O これらの養成所

の卒業者は、検定試験を絞ることなく免許状な与えられ

Tニ。

傷演軍人小学校教員養成所については、東京、京都に

1940 (昭15)年 5月から関設されたということ以外は史

料的に不明で、あるが、仮に当初のとおり設霊堂されたにせ

よ、教員の不足を十分に裕i¥，、得るほどのもので、なかった

のは、さ当然であった。

それ以上に、戦傷者に対する配慮を示すことによれ

更に「白衣の勇士」である彼らを教育の場に送ることに

よって、「国防に対する認識、傷差是軍人に対する尊敬、

感謝の念を潟め、予言自の蒸脊に及ぼすj ことを期待した

のであった。

戦傷者による教員養成と並んで、特設教負養成所が、

戦争未亡人のために用意された。それらは次のようなも

ので、あった。

・東京女子高等部範学校内に 30名の定員で高等女学

校家事、裁縫教員を養成するものO 修業主手際は2年。

・東京、宮城、絞殺、兵庫、広島、熊本の女子師範学
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校に各々 20名の定員で、尋常小学校本科正教員、専科

lE教員を養成するものO 修業主手線は l年。

・奈良女子i弱等師範学校内に 30名の定員で、保母を

養成するものo 1修業年限 1年。

いずれも高等女午校、あるいは向等以上の学力を有す

るものに、その入所資終が与えられ、 1939(sB14)年 9

月に発足した(32)。

ここに入所したのは、 f一家の支柱を君主留に俸げ、乾

かぬ援の中に愛児をiTLき締めて健気にもJI日の道を関かう

とする戦没勇士米亡人Jであり、卒業後「給料も尋常科

正教員の初任給よりも五丹念増額して初任給四五円

宏」支給された。(33)

これらの主主ー成所に入所できたのは、同じ戦没者であっ

ても彼女等の学療が示すように、おそらくは、夫は尉官

クラス以ーとであり、一般兵員の~には無縁のものではあ

ったが、先のf蕩腐軍人小学校教員養成所と同様、量的に

は大きな主主義をもたなかったとはいえ、教員の補充策で

あると同時に、新聞を通じて、大々的に宣伝がなされた

ことが示すように、戦争未亡人対策であり、家国主義的

イデオロギーをふりまくために媛大限に利用されたので

あった。それは「大陸料Jの設置や短期現役繊度の廃止

と同様、俊略戦争の進行の下でのみ"現実的"な教員養

成政策であった。

以上のように「教員の払底」対策としてとられた諸政

策は、「払底」の涼凶が戦争の拡大に規定されていたが

放に、本科の拡大すら弥縫策としての意味しか持たなか

ったのはないかと疑わしめるほどに、糊塗約たらざるを

得ないものであった。
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ま41 '1面j上J P .569 

ぬ 「東京車品目新聞J 1939・6・27
司自 「読売新!務J 1939' 2・15，γ 「北海教育評議J ;g149な， 1939・

4，より葉~I()
!271 教員払~時代の湾来とその対策 r;lt;語教育評論J 第 14:，干;，

1938・10，P.4 
g曲 「東京朝日新開J 1939・3・15

部1r同上J

世間 rr母i二J 1939・8 ・24

ヨ1) rll回!Jl:J 1941‘1・30

'321 r向上J 19占9・6・8

ヨ31 γ同上J1940・8・7

第 2章 短期現役制震の廃止と学校教練

の強化

1939 (昭14)年3月9臼「兵役法j改lEが公布され、

同年 11月 1113 r兵役法施行令」改正が勅令として公布

されることによって、従来師範学校卒業者のみに諜せら

れてし、た短期現役制度と徴兵免除が、同年 12月限りで

廃止された。

節範学校縦度上、短期現役制度がはたした役割はきわ

めて震大なものがあった。この制度により、箪は r・..家
滋教育の体験者をもって溺民教育の担当者たらしめよ

うj(りとして、教員養成政策の一端を担っていたので、あ

り、短期現役制度は、主事事上の制度でありながら、学校

教練における軍事講習と並んで、師範学校における教員

主主成にとって不可決の要素として存在したのである(2)。

かてて加えて、師範学校志願者は「短期現役制度を目

当にしているj(めと指摘され、邸範学校卒業者の「特

典j、また「徴兵逓れj(めという認識が一般的で、あった

状況の下では、短鍛現役制度の廃止は、箪毒事上の措震で

はあったが、師範学校政策にとっても徴妙なかかわりを

もたざるを得なかった。

板恒在Egg郎陸軍大臣は、素族院において「兵役法」改

lEの理由を説明しながら、短期現役制度終止についてこ

う述べた。

「近時家ノ装備ハ著シク機械化セラレ、共ノ戦締法モ

頗ノレ複雑ニナリマシタノデ、儀カ五箇月の期間デハ$1]底

軍隊教育ヲ十分施スコトガ出来ナイパカリデナ夕、教員

タノレ者ニ十分ニ察隊教育ヲ体得セシメ、現役膝務後ニ於

テ児愛、生徒ノ教育ニ及ボシ、関民ノ必任義務ヲ完全ニ

遂行セシメ、遺憾ナク髪室震扶翼ノ任ヲ尽サシメマス為ニ

ニモ、現在ノ制度デハ適当デナイ……苅モー紡有毒事ノ際ニ

於キマシテハ、小学校教員ガ一般弱気ト同様ニ蜜チニ国

防ノ第一線ニ立ツコトハ国民教育j二種メテIFF華客テeアノレト

思料致シマスノデ、本制度ハ之ヲ潔止致サムトスノレ・

...j(o) 

5カ月隠の訓練では「適当デナイJというのは、 1927

(昭 2)年まで、は 1カ年現役信i度で‘あったのだから表商

上の理由に過ぎない。短期現役制度の廃止の意図は、第

一に、何よりも小学校教員を複接徴兵の対象とすること

にあった。日中戦寺子治、ら太平洋戦争へと拡大されつつあ

った戦争が、労働力構成の惑イとをも顧みず「航空機工場

でさえ熟練工を兵隊に引きぬJくほど膨大な兵員を必聖書

としていた時旬、小学校教員といえども徴兵の対象とさ

れないということはあり得なかった。第二に、「小学校

教員ガ一般国民と同様ニ直チニ溺防ノ第一線ニ立ツコ

トJすなわち兵役上「公平」にすることにより f(師範

学校卒業者が)却て特別扱ひされている所から国民教育

者としての権威にかかわる様な虞もあり……J的という

淘民皆兵の下での矛盾を解消することにあった。このこ

とが f鼠民教育上綴メテ肝要デアノレj とされたのは初等

教育はもちろん、戦争遂行にふさわしい国民の忠、想統

制、統一を一層強化することを念頭においてのことであ

った。

短期現役制度がI'lili範学校制度を成りたたしめる主重要な

要素であった以上二、陸軍省、もさすがに r:;tも召集に関し

ては考慮、されるであろうJ仰と述べざるを得なかった。

が、一方で「元来、本制度は兵役上の特例jではあります

けれども、決して小学校教員に与へた特典ではない…・・・

兵役義務の軽減及室は免除を目当てに小学校教員を志願

するやうな間違った考へを有つ人はなかったものと確信

いたされます……j)めと短期洩役制度が軍事上の制度で

あることを強調して、濁民皆兵下で‘の矛盾をつき、一方

では「本制度廃止に伴ひ小学校教育は愈々i後刺たる成果

を得らるるものと期待するjClO)と教育的扮飾を凝らすこ

とによって教員を箆接侵略戦争へかり立てる滋が雪設備さ

れていった。

しかしながら、先に触れたように締範学校制度上の短

期現役制度の位設からいって、その廃止に伴う影響と批

判は当然予想されたし、政府もそれらを考慮に入れざる
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を得なかった。

溝口直苑は資族院兵役法改正審議特別委員長として特

別委員会の審議経過を次のように報告した。「短期現役

制度廃止ニ依リマシテ、師範学校入学者ガ毒事実上減少シ

立ツ主主ノ素質ガ低下スルコトハナイカト云フ質問ニ対シ

マシテ、当面ハ締範学校生徒ノ誘致ト人材ヲ集メルコト

ニ出来ノL自主ワ努力ヲ致シ、尚教員ノ不足ヲ被フ為ニハ、

生徒ノ増募ニ努メノレ外、実業学校、殊ニ重量業学校ブ'Jll百ヨ

リ締範学校二部ニ入学者ヲ得ノレ京日夕十分努力シ、コノ欠

陥ヲ補ブニ足ノレ旨答弁ガプリマシタJCIl)

給与の改善など教員の待遇改善に何んら予を加えるこ

となしにとられる政府の対策は、このようにはなはだ頼

りないものであった。

一方、鐙燃現役制度の廃止は、小学校教員にとっては

緩めて深刻な問題であり、教育界は敏感に反応を示し

た。ある教育雑誌は「卒業生各自が男子の本懐として之

を心から歓迎するJとしながらも「師範学校卒業後のこ二

箇年というものは、塁走得の学業を……実践の上に確保

しさらにそれを深める上に援も大切な時期であるが、恐

らく二筒年間の兵役労務は、その修練の寸暇も与えぬ計

りか…陶・・修得した学業と学芸をも少なからざる程度に;忘

却せしむるに立至るであろう。……もし国家有識の=とに

して一度数(文化に底力を持たしむること)に箸目する

ならば……教育カに影響を蒙らしめない方途の発見に何

んらかの配慮を加えたで、あろう J(12)と極めて按え尽に不

安と批判を述べた。雑誌「教育Jも「…最も大きい関長重は

教員不足をー!嬰激化する点にある…・・・大正一間年にそれ

までー筒年であった締範卒業生の服務年限を五億月に短

縮した (5カ月に短縮されたのは 1927年4月である一

引用者〉際には、師範学校に成るべく優秀な生徒を招致

する意味において行なわれたのであったが、今回は之を

溌止した上、戦時応召の義務をも負わせようとするので

あって夜営中三分の…の俸給を支払うことによって問題

が簡単に片付くであろうか、甚だ疑問であろう JCI3)と政

策に一貫性がないことを指擁した。また、新開も「兵役

的必婆ばかりが優位して、教育的立場が追隠し、受け身

になってばかりいて、積極的に時局的体制jに磁うて再編

成されないでは……被教育者の犠牲が大にして、為めに

結局は国家的損害警に帰する……これによって生ずる教育

方阪の欠陥を補充すべき方策、欠陥を小ならしむる経過

的方法は尽されなければならないJ(14)と踏に政府の無策

ぶりを批判した。

軍事的要請を受けて設けられた綬刻現役制度は、侵略

戦争の拡大の過程で、以上述べたように今や同じく軍事

的重要請をもって廃止されることとなった。
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短期段役繊度の廃止は、それによって「小学校教育は

いよいよ発料たるJ状態になるどころか、政府も当初か

ら想定し、雑誌「教育j も指檎したように、小学校教員

の量的磁保という点で教員養成政策に新たな展開をもた

らしTこ。

短期現役制度Aのi発11::1土、この制度が主審議的要請による

ものでありながら、同時に師範学校に生徒を磁保するた

めの「特典」となっていたことを改めて浮き彫りにした

ともいえよう。

また、それは後述するように郎範学校における箪事:教

練の一層の強化をもたらしたのて、あった。

統し、て主事事教練の強化について述べよう。

短期現役制度の廃止に伴って、師範学校卒業者も第一

線の兵力とみなされるに至った持、主事事:教練の意義と内

容も大きく変容を迫られたのはさ当然で、あった。すなわち

臨接軍事力に結合させることが前面にlちされ、かつての

教員として将来「留氏ニ箪事思想ヲ注入」させるという

課題は、はるか後方へしりぞけられたので、ある。

1939 (紹14)年 3月30呂、軍事教練は大学において

も必修科目とされ、全体として強化される方向へ進ん

だO さらに、 1941(昭16)年 11月27段、太平洋戦争突

入を自前に鍛えて、文部省訪11令第 30号によって「学校

教練教授要沼Jに改正が加えられ、師範学校においても

直接兵員を自指す軍事訓練が一廓系統的に行なわれるこ

ととなった。改正された「学校教練教授望書ロ」には、 19

37 (昭12)年当時には、まだ滋程されていなかった民的

が明磯に次のように据えられている。

「学校教練ノ目的及ピ訓練要綱

一、教練ハ学生生徒ニ箪毒事的主主礎訓練ヲ施シ三E議長尽底、

ノ精神培養ヲ根本トシテ心身一体/実践鍛錬ヲ行ヒ以テ

其ノ資質ブ向上シ溺防能力ノ増進ニ資スノレヲ以テ問的ト

ス

二、学校教練ハ主主ノ釘的主義成ノ為友ノ要綿ニ依リ訓練

シ其ノ成果ヲ学生生徒ノ金生活ニ具現実行セシムベキモ

ノトス

付霞体ノ本委主ニ透徹シ国民皆兵ノ真喜義ニ郎ヲ左ノ特性

ヲ陶冶スベシ

的干し節ヲ議ンシ長Jニニ服従スノレノ習性

肺気節・廉恥ノ精神、質笑悶1縫ノ気風

付規律節制、責任観念、皇室忍持久、瀦迷敢為、協同郎

総等ノ諸徳、

件 阪感ナノレ気力、設醤ナル重量忘、強靭ナノレ身体ヲ鍛

錬スベシ

持E急鼠(i!Eミトシテ分ニ応、ジ必要ナノレ主事事ノ基礎的能力

ヲ体得スベシJ



戦時体制下における部範学校政策の展開に関する一考察

教材には「各{関教練、部隊教練、射妻襲、敬礼、側兵、

分列、指揮法、陣中勤務、距離測量、側図、室事事言語話、

戦史、其他(兵器耳元扱手入保存法、瓦斯防護、衛生及救

急、法、手補強投機法)Jに新たに、絞機関銃、機蝉筒が

つけ加えられ、その程度により次のように分けられた。

〈第一表〉

中学校 1 1. 2学年一進度共ノ一

高等学校尋常科 1 

実業学校(寝室殺す232!j3学年以上ーヂ其ノ

師範学校本科第一部 i 
c1、 2、3学年)I 

実業学校(寝室報?222)i
〈第二表〉

締範学校本科第一部
(4、5学年)

専攻科

本科第二部

臨時教員養成所

青年学校教員養成所

実業学校教員養成所

高等学校高等科

大学予科

専門学校

潟等富市範学校

大学

進度共ノニ

進度其ノー

進度終ノ二

また、各々の表には「備考欄」として改正前の「箪人

ユ賜ハリタル勅論Jに「教育勅語JI青少年学徒ニ賜ハ

リタノレ勅語jがつけ加えられ「裂旨ノ奉体実践ノ本源タ

ラシムルモノトス」とされた。

授業時数、野外演習臼数についてはく表6>のとおり

である。(1fi)

〈表6)

'jt 年i毎週時期数 年Il予防数 i毎年野外4寅讃日程|
例範学校 務部 1 3 100 5 

2 3 100 5 
3 3 100 5 
4 3 100 7 
5 3 90 縫啄軍事講習(J曲

第一部 1 3 100 7 
2 3 80 後軍事事講習ω)

中下校 1 2 70 4 
高等学校尋常科 2 2 70 4 

3 3 100 5 
4 3 100 5 
5 3 90 日

5年 制 中学校に同じ

会年齢l 1 2 70 4 
2 3 100 5 

実業学校 3 3 100 5 
4 3 90 5 

3年寵1) 1 3 100 6 

この段階では、教産車内容と辞寺院数は、年齢別に編成さ

れていて、他の中等教育機関との比較において見出され

た師範学校における箪事教練の比震の大きさはない。

f学校教練教授要目jは、教材に歩兵火器の中心であ

った軽機関銃、事部戦衡を新たに採用するなど、主事装備の

一定の発展と、将来兵員たるべしとL、う要議に対応して

改正前に比してより高い教練内容な要求した(16)。

また、「筆者葬ノ基礎的能力ヲ体得Jすることが、「要

鱗Jや「備考」が明白に示すように、「教育勅語」に加

えて「軍人勅論JI青少年学徒ェ賜ハリタノレ勅諮Jを柱

としながら依然として精神主義を基底としていたことは

見逃せなし、。主事事技術のミ寄るしい立ち遅れの下でどのよ

うな兵員が要求されたのかがうかがわれよう。

そして、教員養成制度の一部が、軍隊の直接介入の下

に、すなわち主事事講習の名で、兵営に委ねられるという部

範学校教育と家隊との強い結びつきには何の変化もなか

った。

このように積極的な軍事的要請によって、師範学校に

おける軍事教練は、「背広の軍人」への期待から、将来

の兵員g指し、大きく変容を迫られたのである。

(位〉
(1)鎌原彰，現代史大系「軍事史J東洋経済新報社， 1965・1 (lil 

二制) P .121 

(21 拙稿 F満州事変前後における師範'1'校政策に関する 考察lr~t

海道大学教育学部紀婆J~高 17 号， 1970・1. P.86 

(3) 兵役法改正と学校教育f東京朝H新隙J社説. 1939・1・20

'4) 石戸谷智夫「日4宗教員史研究J講談社， 1967. 1. P. 81 -85 

P .288 

(5) 員~74議会(賞族続. 1939・1・24)における政府説明j近代日本

教育制度史料」第12巻. P .587 

(6) 島恭彦 F戦争と国家独占漢字主義J主岩波講1Mr LI本経史J21. 

岩波書!占. 1百63，7. P.28 

171 r教育i麗報」第708，，'.1938・12・10

181 r向上」

(9) 段軍省兵務局陸軍歩兵少佼，今村正夫 F短期j現役兵制度廃止の

理由及注意帝都教育J;高169号，帝都教育会. 193宮・ 4.P.8

(10) 陸軍1苦情報部，鈴木藤三 F兵役法改正に関する概説帝回数

育J第726吟. 1939・4. P .24 

IIlI r近代臼本教育制度史料J第12巻. P .589 

(12) r綬賂現役制度の廃止北海教育評論J第149>}. 1939・4.

P.4 

i可誌第一150狩(1939'5)は「教育論矯主義J欄に F兵役法改正の

総量重 (r教育J 第7巻・第 3号}を掲げているが、北海道教育会機

関紙 r;ft海道教育J 第 249 号 (1939 ・ 51 が r~語家総動員的見地か

ら小学絞員の補充は例へ11一定年限以 tのものの徴集を考厳し其

外女教員の増加，老令教員の復活によりこれを補う方針で島るか

ら1可等機俸を感ぜぬJ(P .681 と報じたのとは対象約であった。

(13) r兵役法改正の問題Jr教育J第7巻・第3号，岩波番感.1939・3.p，4

(14) 鈎掲「東京朝日新関J 社説

(15) 引用はすべて r近代日本教育制度史料J第6巻. P .312-329 

11時 代満州事変以来)装備の近代化に意がi主がれ，特に歩兵火器であ

る軽機関銃・郷弾筒・速射砲・大隊砲などの猿織の強化j(前掲藤

原 r]事事史JP.167)に対応するものであった。

第3章 「師範教膏令J改正と教膏機能

の崩壊

侵略戦争の拡大一一太平洋戦争への突入ーーは、軍需
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工業の肥大化と戦線の拡大をもたらし、日本帝国主義の

労働力・兵員の不足とL、う矛盾を一層激しいものにし

た。戦争は、ほとんど直接的に師範学校の教育に投影し

た。師範学校の教育は、侵略戦争に奉仕すベく、ひたす

らその箪問主義的色彩を濃くして行った。そればかり

か、労働力の不足を補充するために、勤労動員の名によ

る教育機能の綴唆が既に始まりつつあったので・ある。

1937 (昭 12)年3月、文部省、訓令第 11号によって、

修身、公民料、教育、閣議漢文、歴史地現について「師

範学校教授要目Jの改正が行なわれた。この改正は、全

体としてそれ以前の諸特徴すなわち、天皇制の絶対化と

焚笑、主震国主義、排外主義、海外侵略、反共主主義の鼓吹

をそのまま踏襲したばかりか、一層露骨に、しかもその

徹底化をはかろうとするものであった。

「国体ノ本室長ヲ~号徴」にすることが唱われ、教員をし

て「長選択翼ノ道ニ徽セシムベシJ(修身)(1)とされた。

また、あからさまに「東洋史ニ於テハ朝鮮半鳥、満州ニ

関スノレ史実ヲ詳シ p税キ楚等ノ地方ガ古来我ガ閤ト密接

ナノレ関係ヲ有セルコトヲ知ラシムベシJ(地潔燦史「注

意J)外問地]翠では「我ガ関ト密接ナノレ関係ヲ有セノレ地

方jを「比較的詳細ニ取扱ヒ我ガ悶ノ情勢ヲ比較ノ基礎

ト為シ以テ国民的自主主ヲ喚起スベシJ(2) とされたであっ

Tこ。

このように締範学校教育は、一層対外侵略、排外主主主

に見合ったかたちで、その反動化が強化されて行った。

1939 C!lB 14)年、師範学校教員の"心がまえ"ともい

うべき「札幌郎範学校教育要綱」にはこう述べられてい

た。

「本校教員タノレモノハ予言ニ本調需要ノ突ヲ挙ゲノレニ努メ

ーニE急速扶翼R遼進輿ヲ以テ自己ノ大任ト信ズノレ人格識

見ノ瀦養ヲ期スベキモノトス

一、教育ニユ関スノレ車方議ノ御室~~ノ奉f本ヲ鍛スルコト

、部範教脊令第一条ノ三徳{生ノ洞義、富市範学校規程主主

徒教養ノ要旨ノ徹底ヲ期スノレコト

一、特ニE弱体ノ本義ヲ明徴ニシ、忠君愛E認ノ志気ヲ旺感

ナラシムノレコト

一、質実剛健、勤勉力行ノ気風ヲ振励シ、中正穏健ナノレ

思想ノ啓培ニ努ムルコト

一、明朗j総迷ノ気性ヲ発揮シ、守分大和感懸報謝ノ生活

ニ慣レシメンコトニ努ムノレコト

一、常ニιtタトノ:事勢ニ着狼シ皇主主ヲ振起スノレノ宏、気繍養

ニ努ムルコト

一、現時局ヲ認識シ長期建設ノ大義ニ翼賛スノレノ意気ヲ

E王様ナラシムノレコト

一、協調ニ本選ノ特質ヲ省ミ進取創造ノ志念ヲ養ヒ開拓ニ

関スノレ理解認識ヲ深メ其ノ根源タノレ道民精神確定ノ使

命ヲ自覚セシムノレコトJ(3)

1939 C昭 14)年 5月「青少年学徒ニ賜ハリタノレ勅語」

が出され、文部省認11令第 15~ト「青少年学徒ニ賜ハリタ

ル勅話ノ裂~奉体ブJJ におし、て「今ヤ我ガ国ハ米曽有ノ

I時総ニ際会シ~家ノ総力ヲ挙ゲ 天業ノ翼賛ニ遜住ス…

…将来鴎民ノ後効トシテ之ガ大成ニミ当タノレベキ3青少年学

徒ハ負荷ノ議モニ顧ミ自欝8励気宇ヲ翻大ニシ識見ヲ后i

尚ニシ愈々徳ニ進ミ書長ヲ修メ品性機能ノミ[Jおニカヲ効ス

ベキナヲ J(めと「議長見ヲ高尚ニ…・・徳ニ進ミ Jr品性機

能ノ玉成」を期待して、ますます抽象化した怨念を説き

ながら総力戦・長j混戦をやりぬくことが訴えられた。宮正

に勤労動員が始まり、教育機能が部分的にではあれ崩壊

しつつある段階では、その必要性はなおのことであっ

Tこ。

1938 C絡 13)王子7丹、札幌郎総学校では、「報国笑践

[主」と呼ばれる生徒の「自発的活動jが統に級織されて

L 、た。その成立の自的は「生徒ノ自発的活動ニヨリ国民

精神ノ趣安ニ主主ク実践すナシ事:変下ニ於ケノレ繭範生トシ

テノ報国ノ爽ヲ挙ゲノレ」ことにあった。そして、「恕論

行事ニ絡日常ノ実践ニ主力ヲ傾jけたのであり、「日常/

災践」とは「戦地慰問者ノ講演、名ニ!二ノ講話ヲI総キ叉時

局懇談会、弁論会ヲ関キ叉剣舞詩吟講話会ヲ潟キ志気ヲ

鼓舞」することであり「資源愛護物資節約貯金報関j を

することであった。その「実緩jは、廃品問JIj[により

「慰問献金ノ資」を得て、 i機軍病院の慰問、国防獄金に

その一部をあて「妓ニ数回行ヒ綾海軍大lliヨリ感謝状ヲ

三度受領セリ叉旭川陸軍病院長ヨリ感謝状ヲ受領セリ」

といったものであったG また「非常時財政政策ニ協力J

するために「札幌師範学校生徒国民貯金組合」がつくら

れた。慰応部では、将兵の「出動叉ハ帰還ニ際シテj歓

送迎を笑施、出在E者の「遼家族ヲ慰問、ン叉除雪大橋徐号事

ノ手伝J、慰問状、慰問袋の作成、資料部では「事変関

係ノ資料ヲ蒐集務理シテ展示シ叉ハ発表ヲナスコトJ、

鍛錬郊では、防空防火演習、演濁行主臣、国防部では「防

謀、 f脅さ去、新兵器操作、溺段i競技号事ニヨリ国防能力ノ強

化J11譲防ニ関スノレ講演会、研究会等」の潟催、 輿E腹主筒部: 
でで、は「輿E援主濁策ノ研究ヲ行と輿E琢互精神ヲJ昂宅主錫勢シ大東E蔚F

栄匡麟寄磯立ニ関スノルレ各白/段3覚託芝'γヲ深jめる(仰5め〉号等事々 の活動が

行なわれた。これらの活動はそのすべてが「時局ニ対ス

ノレ認識ヲ深メルjためのものであったが、抽象的理念の

強識にもかかわらず、その実際は以上のようなものであ

っTこ。

翌 1939C紹 14)年 9月には、き定唄・岩見沢E草野排水
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戦時体制下における師範学校政策の展開に関する一考察

工事のため 6FI務の勤労傘仕が行なわれた(6)。これは

既に抽象的教育理念の実現ではなく、師範学校の生徒も

「産業労働寧の育成」のために渡接的対象にすえられつ

つあったことを意味するものであった。このことを師範

学校斜度の俊uからみれば、支配階級にとって意義をもっ

教育の機能さえ部分的ではあれ、崩壊に向かいつつある

ことを示していた。

しかし、一方では籾も変わらず次のようなことが叫ば

れ続けた。文部大医松浦鎮次郎は「今ヤE主主主新秩序ノ建

設日ニ進渉シツツアリマスガ大業ノ前途尚ホ遠ク…・・真

ニ未曽有ノ時運ニ直面シテ厨ノレノデアリマシテ我等教育

ノ任ニ在ノレ者ノ責務ハ益々宝章キヲ加へツツアノレ・…-抑々

師範学校ノ教育ハ濁家教育ノ基本ニ務フトコロノモノデ

アリ……之ガ霊堂大性ニツキマシテハ今更$シj二ゲノレマデ

モプリマセン」と述べ、間民学校の発足に触れながら、

体位の向上以外に何等の具体的指示を示すことなく、教

育の重要性を説いた(1)。文部大疫が、きわめて抽象的に

「師範学校ノ教育ノ、国家教育ノ基本jであると説いてい

る持、師範学校の教育の現実は「教育方針は師弟同行、

実践射行が叫ばれ、作業、勤労が重視され、儀式的行事

が多くなり、授業も落ち着きを失ってきた」仰のであっ

た。 1940(昭 15)年度、札幌師範学校の授業日数は次の

如くであり、教育破壊は進行するばかりであった〈九

授業日数 200、集団勤労 12、儀 式 5、

神社参拝 3、大掃除 3、行 家 10、

防空演習 1、

1941 (昭 16)年には、それまでの「突践報国間JfH北

海道札幌鰯範学校尽忠報問団Jと改められた。毎遊7、

s教時が、「尽忠報霞EllJの活動にさ当てられ、武(体錬、

国防訓練)文(間氏、教育、理数、芸能、実業)作業が

「修練j として行なわれた。ここでは「皇国ノ道ノ修練

ニ依リ義国教育者トシテノ資質ノ稜培ト部道ノ昂揚トニ

努メ教科指導ト表裏一体ノ関係ニ於テ学行不ニ文武一

途、師弟関行、兵学兵進ノ実効ヲ挙ゲtJ、テ負何ノ大任ノ

完遂ヲ期スルjOO)ことがはかられた。そして、 6・7月

に各 I週間新十津川村で水田除草の増産奉仕を行ない、

その他にも篠路村、陵主事援稼綴での奉仕作業が行なわれ

たCl1)。勤労奉仕の意味はもはや明瞭であった。それま

では少くとも「集団的勤労作業運動ハ実践的精神的実施

ノ一方法トシテ現時ノ教育刷新上大ナル示唆ト意義ヲ有

スノレ j(12)と教育約扮飾がなされていたのである。しかし

1941 (昭16)年 2月「青少年学徒食料飼料増産運動笑施

ニ関スノレ{牛Jでは「全国青少年学徒ヲ動員シテ食糧増産

運動ニ参加セシメ以テ青少年学徒ヲ、ンテ身ヲ挺、ンテ溺難

打開ニ当タノレノ意気ヲ昂揚セシムルト共ニ時局下段主重要

国策タノレ食糧ノ確保増進ニ寄与セシム……J03)と食獲増

産こそ勤労動員の目的であることが明瞭に示された。ま

た、休業況や放課後以外に、授業日を I年間に 30日以

内の範簡で勤労動員に充当してもよいとされ、しかもそ

の間授業は爽施したものとみなされた。札幌師範学校で

の勤労動員待問の治加は、この指示を背景として行なわ

れたものであった。

戦線の拡大とともに兵員として、また寮需工業のため

の労働力として差是村労働力が奪われて行ったことの穴惣

めとして、富市範学校生徒も利用された。勤労動員は強化

されるばかりであった。当局がいかに締範学校の主重姿伎

を説いても、毒事態の遂行を抑えることは不可能であっ

た。flJむしる積綴喜告に推進せざるを得ない状況に追い込

まれて行った。

現代戦は総力戦であるために、高い生産カと、国民の

積i隊約支持が不可欠である。「皐鼠ノ遂ニ員IJ担テ普通教

育ヲ施ス」とし、うのは、まさに積磁的支持の育成を意味

していた。師範学校はそのー織を担っていた。同様に、

総力戦をやりぬくために部範学校生徒が農村労働力に転

化されなければならなかった。同じ践的のために一方で

教育の震祝が叫ばれ、一方でその彼壌が進んだ。

侵略戦争の拡大は、教育の反動イむを放し進めるだけで

なく、教育機能を破壊し、一般的基礎的陶冶の可能性を

も奪おうとしていた。

このように教育機能の崩壊が遂行する過程で 1943(昭

18)年 3月「師範教育令jの改正が行なわれた。部範学

校は、戦争の拡大にふさわしく「皇国ノ道ニ員U9テ国民

学校教員タノレベキ者ノ錬成ヲ為ス」ところとされた。

制度的改lEの第一は、道府県立から国立となったこ

と、第二は、第一部、第二部を廃し、中学校(高等女学

校)卒業者をもってする修業年限3年の本科と、高等

小学校卒業者を入学させる予科とに改綴したことであっ

た(14)0 同時に、留民学校の教科編成に沿って「締範学

校規程」も改正された。

文部省は、制度改正について「師範教育令改正ニ際シ

テノ訪Ii令J 0943・4・1)により次のように説明した。

「有史以来、未曽有ノ世局ニ際シ内外ノ情勢ハ愈々霊童

大ニシテ関家ノ総力ヲ高度ニ発揮スルノ要益々緊切ヲ加

フ此ノ秋に当タリ国民錬成ノ体制jヲ新ニシ国体ヲ無窮ニ

培フハ議シ喫緊ノ要務ナリト翁フベシ楚レ国民学校制度

ノ拡充整備ト相俊チテ師範学校制度ノ改養ヲ企画セシム

ノレ所以ニ外ナラズliPチ部範学校教育ヲ刷新シテ商家ノ要

請ニ応ジ克グ自主民錬成ノ愛キニ任ズノレノ人物ヲ育成セン

コトヲ期シJたのであり、新制度は「皇国ノ道ノ先達タ

ノレノ修練ヲ穣マシムノレヲ旨トシ特ニ師道ノ体得実践ニ意

-121-



教育学部紀要第 19号

ヲ払ヒ国体ニ対スノレ不動ノ信念ヲ漏養シ克ク国民錬成ノ

愛キニ任ジ地方教化ニ盗捧スベキ人物ヲ養成センコトヲ

期シタリ jr学校ノ緩度ヲ高メノレト共ニ官立トシタ」の

は「……悶家自ラ国民学校教員ノ養成ニif:スノレコトトシ

広ク適材ヲ求メテ師表タノレベキ人物ヲ錬成センコトヲ期

セ」んがためであると(15)。

ここでは、富民学校の発足に対応、して師範学校制度の

改正がなされたとされている。

内閣での秘度改定決定に際し、「東京朝日新開J社説は

「……終局はー箇ややもすれば、初等教育語誌の転職と質

的低下とを伴ひ勝ちな傾向にあり、ここにおいてその昇

格と待遇改善とが先決問題となって来るj(l6)と「昇格」

とそれに伴なう締範学校卒業者の待遇改善とによって教

員及び邸範学校生徒を確保することに改正の意図がある

ことを指摘した。

是正に 1938(書留 12)年 12丹、締範学校の修業主1'-1援を中

等学校卒業後 3年間とすると決定していた教育審議会に

おいても、その意図は「締範学校ノ程度ヲ商メ人材招致

ノ方途ヲ議ズノレ」とされていたが、その審議過程で、特

別委員長問所美治は次のように説明していた。

「現ニ去年、今年ニ於キ?シデハ、需要ノ人数ヲ満タ

サレヌ状況ニアノレノデアリマス、郎チ募集シマス人員ユ

対シテ志願者ガソレヨリモ少ナイト云フヤウナ状況ニモ

ナッテ活ノレノデアリマス・…・ソレ(邸範学校入学者〉ハ

中学校ノ卒業生ノ殊ニ優良ナノレ者デナケレパイケマセ

ヌ、叉識見、学問モ相当ノ者デナケレバイケマセヌガ、

ソレガ多ク工業学校、商業学校等ニ馳セテ参リマシテ残

ノレ所ノ考ハ仮令数ガアリマシテモ良質ヲ補ブコトガ出来

ヌ、斯フ5;フコトがji[チニ今日ニ於キマシテモ現実ニ:m

ハレテ来テ震ノレヤウナ問題デアリマスj(l，)

この中に、「昇務Jが部範学校へ入学志願者が集まら

ないことへの対策で、あることが読み取れる。

「教員の払底」を「打倒jするためにとられた締範学

校本科の拡大も、志願者が減少し、それも時として定員

に満たなし、場合があり、更にそのための対策をとらざる

を得なかったことは第 1主主で述べたとおりである。この

段階では、師範学校制度そのものを改正することによ

り、師範学校の、特に第二部成立基盤の崩壊に起因する

矛盾を打開することが課題とされたのであった。今や、

従来の部範学校制度では、多数の志願者を得ることがm
難であり、文部当局のいう「優良ナノレ教員ノ育成Jすら

十分行ない得ないことを自らの政策においても指摘せざ

るを得なかった。

主主題者を多数得るために、 r...…"教員飢餓"の折柄、

教育上の重大な問題でもあるので、文部当局としても差

し当たり、新学期から府県支弁の給費の外に一人当たり

年額60内の補助を出すことにしてし、るが、根本的対策

として要望されているのは勿論、学校教員の積緩的待遇

改養であり、同時に師範学校の専門学校への昇格が必要

とされるJOM)とより朔縫が主張がなされた。東京青山自信

範学校長三三国谷三四郎も、 r...…この分では定員になっ

ても素質の低下は免れません。対策としては、教員の待

遇改善は勿論……二部の忘紙者が少ないのは、友達が高

等学校や専門学校へ行くのに自分は"二部へtfく"とい

う事がひけ阻みたいなものを惑じているためではないで

せうか。青年のプライドを満足させるためにも師範学校

の昇絡が必要だと思いますj(19)

これらの点から、餓度改正が、 f教員の払Jfr.J解消策

としてとられた師範学校本科の拡大にもかかわらず、多

くの志願者を得ることが閤幾であるという状況を解決し

ようとしたものであることは切らかである。文部省自身

の「学校ノ程度ヲ高メ・…・広ク適材ヲ求メテ富市表タノレベ

キ人物ヲ錬成センコトヲ期セリJという説坊も、入学志

願者の減少・定員に満たない状況の中でみるとき、制度

改正の意図をよく示している。

しかし、それとても、 i匂等小学校卒業者を入学させる

予科を設置し「……折角の改善事案を骨抜きにするのみな

らず、現行の師範学校をただ二部本体としたというにJJ:

h 制度上では大した改革とはし、えなl，pめとし、う批判

さえ受けたように、伝統的教員養成鋭を背負ったままの

改lEであった。まして進行しつつるった勤労動員の強化

の下では、制度改正は、当局にとってもほとんど実際的

意味を持ち得なかったのは当然であった〈判。

われわれは、制度改正がこの段階でなさればよ主体化さ

れ得なかった点を見務としてはならない。「努絡」は「遅

きに失したj(22)のではなくて、侵絡戦争の鉱大がもたら

した矛盾の「打開j策であったが放に、それ以前にその

実現が提起されることは決してなかったのである。

この"新しい"師範学校制度は、 1943(昭 18)年4月

から発足した。その出発にさ当たり、札幌邸範学校長樋渡

熊維は「師範学校の生徒たるものは、その定、を飽迄高く

大きく持ちその行をして精錬厳正ならしめ、以て袋aの

柱石たらんことを毅すべきでありますj(23)と説いたが、

「…...決戦体若手jの中で必要のための組織と活動を余儀な

くさせられたので、制度改善の突をあげることは図難で

あり、入学志願者の減少と入隊応召による主事務によって

優秀な教員を小学校に送ることは不可能であるpめとい

うのが現実の姿であり、また当然そう L、う結果以外にあ

りょうがなかったのである。

そして、北村、長潟村、主主珠村等への勤労作業、藻岩
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山麓の開墾作業等、勤労動員が強化され、綾海主容の予備

学生に志願する者ーまで現われてきたのであった畑、

それでもなお「教育ニ関スル戦時非常措設方策J(l943、

10)てt工、全体としては修業年限の短縮が決定されたに

もかかわらず、師範学校だけは「教員ノ磯保」のためで

あるとして、「主主ノ授業ヲ継続jすること、「所要ノ拡充

ヲ図ル」ことが指示された(2ti)。 このことは、「教員ノ確

保jがいかに深刻な線題であったかをよく物語っている。

「師範学校ニ於ケノレ戦時非常措置ニ濁スノレ{牛J(1944、り

では、精神訓練、国防訓練、生産の増強が訴えられ(21)、

「決戦非常措震ニ主主ク学徒動員突施要綱ニ依ノレ学校種別

学徒動員基準ニ関スノレ件J(1944、3) によって、 自前範

学校生徒も今までの食事量増産のためだけで、なく、ついに

「国防施設事業叉ハ工場事業場(輸送ヲ含ム〉等ノ作業

ニ動員j<2めされることとなった。

札幌高官範学校でも、雨竜村、一己村、篠路村、琴似村、

重量平町、江別町、広島村、軍用地利用談菜類裁培、桑園

競馬場関墾等の食糧増産の外、宇し脱陸軍需品綴関係工場

(製材)、小樽集積所、室蘭ピッチコークス工場、帝国

繊維札幌工場等へ出動した(29)01944(昭 19)年には弟子

だけで延人数にして本科 5，625人、予科 4，096人、教官

324人、合計 10，045人が動員にかり出された(30)。

この間にも「学徒勤労動員ニ伴フ軍事教育/実施ニツ

ヒテノ通達J(1944、7)によって「教育ノ為一週六時間

ヲ充当、ン得ノレ場合一週三時間ヲ原則トシテ実施スノレモノ

トスj(31)と箪事教育だけは、その徹底がはかられた。そ

して、「決戦教育措援要綱J(1945、3)によってその教育

機能は完全に著書われてしまった。

1945 (昭 20)年には、幌j勾村、箆追村、津別村、恵庭

村、島松箪用地問差是へと動員され、工場では、引き続き

建案需廠、室機1::.'ッチコークス工場、帝繊札幌工場へ出

動させられた(32)。敗戦当時、本科生 277人中 234人が勤

労動員先にあった(33)。

われわれは、太平洋戦争突入前後からの附範学校に

は、より直接的に白木子在感主義の教育華客求がつきつけら

れ、また、戦争遂行のための労働力・兵員の不足という

矛震が邸範学校にも波及し、その生徒をも複接労働力・

兵員の対象とみなすために、師範学校の教育機能の崩壊

を必然的に招かざるを得ない過程をみた。師範学校は、

帝国主義の要求にもとづくものでありながら、戦争の遂

行t工、彼等の要求する教員の養成を不可能にしてしまっ

fこ。

侵略戦争の下で、教育機能が完全な崩壊に類している

まさにその時に、「昇格jの課題が提起されなければな

らなかったことは、それ以前のどの時点で現われたより

も、はるかに鋭い矛盾の露設であった。

(設〉
11) r近代日本教育制度史料J 第5巻， P .540 

12) r向上J P .563 

13) r札幌学芸大学七十年小史J P.6 

(4) r近代日本教育制度史料J 第1巻， P.61-62 

(5) r札幌倒範学校実践報協同概況J

(6) 前掲 f七ト'f小史J P. 7 

i7) f師範学校長会議ニ於ケル訓示"r文部待報」第694号守1940・6・

15， P.2-4 

18) 前掲「七十年小史J P .47 
19)γ問 b
11酔 rl理l:J P. 8 

111) r向上j

112) r築問勤労作業運動克施ニ関ス1レf午 (1938・6，r，!i(¥;; 日本教育

制度史料J ql; 7巻， P .18 

113) り丘代日本教育指IJ竣史料J 第7巻， P .21 

114) r向上J 第5巻， P .576 

11日「同上j 第6巻， P.6-7 

116) r東京朝日新聞J 1942・8・16

117) r教育審議会第十回総会会議録近代日本教育制度史料」 第

15巻， P. 314-315 

1181 r東京朝日新聞J 1940・1・27.

世田 q母i二j

側 城戸幡太郎い占自単範学校改善事案について教育」第6巻・第12

号.主岩波書留， 1938・12，P .89 

告1) 1943年に行なわれた「詳梅JIこ測して、従来はもっぱら r発展J

として肯定的lこ評{屈するのが支配的である。千日lえl:f中重喜太郎氏は

γこの改革はいわゆる一部本体の伝統的な小学校教員養成方式を

改めて二部本体としようというのであるから……i蘭鰐的なものと

いうことができる o 持にこの改革が行なわれることによって榔範

学校は学校体制上その地位が向上するだけでなしこれま手傍系

的に位還づけられていたことも楚lEされるのであるから，この改

革の意義はきわめて大きい……J (r近代日本教育制度史，J袋崎学

術出版社， 1969・4，P.91l1としている。

122) 山崎真秀『臼本における教員養成の緩史と現状j r~議長教育研

究J No.3l， 日教組， 1961， P.23 

5国)前掲「七十年小史J P.9 

理場 「同上J

E罰 「向上J

自国i) r近代日本教育制度史料J 第7巻， P .223-224 

127) r向上J P.おト240

1281 r同上J P.38 

倒)前掲「七十年小史J P.1O 

伽1) r向上J P .51 

俄) r近代日本教育制度史料J 第6巻， P .350 

S目前掲「七十年小史J P .10 
邸，) r向上J

補 北海道における教員補充策

女子部範学校と准教員養成所の設置

「教員の払底Jが、師範学校本幸|の拡大によるま教員

の増大というよりは、准・代用教員と女子教員を多数採

用することによってのみ解決され得たという事態は、北

海道においても決して例外で、はなかった。

く表7)は、むしろ北海道においては教員中正教員の

占める比率は、 60%から 70%であり全留のそれよりも
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低く、准・代用教員の場合には、逆に金属的にそれより 北海道においては、本科第二部が拡大されないという

もおし特に代用教員は常に 20%以上占めていたこと 事情があって、 1940(沼 15)年に北海道女子師範学校が

を示している。(<炎4)も併せて参照されたしう 設立されるまで、卒業者数の急上昇はみられなし、。(<表

教員の養成・確保は、そのほとんとやが道府県の資任に 8>を参照されたしう

おいてなされなければならなかった以上、道府県の社会 第 40@I通常道会 0940、11-1のにおいて、応召、

緩済的条件とりわけ財政状態、また第二部成立の基盤で 転退職、学級土留による教員不足と女子教員の増加は好ま

あるや等学校の普及等によって、締範学校本科の拡大が しくないとする質問に対して道当局は次のように答えて

思うにまかせないことは十分あり得ることであった。 いる。

〈表ワ〉 北海道における市町村立小学校教員の構成(比)

7ト¥教員総数 本科lE教臥 導科iE教員 ;韮教L! i¥用教員

1926 9，366 5，629(60.10)玖川λ 

1927 9.758 6.312(64.69) 

1928 10.011 6.737(67.30) 

1929 10.443 7，121 (68. 20) 
1930 10.558 7.339(69.51) 

1931 10，671 7.517(70.44) 

1932 10，520 7，451 (70. 83) 
1933 11.267 7，780(69.05) 
1934 11.586 8，ω7(69.11) 
19:，5 12.142 8，620(70.99) 
1936 12，085 8，598 (71.15) 
1937 12，3古7 8，808(71，11) 
1938 12，664 9，008 (71.13) 

193吉※
1940 13.530 9，197(67.97) 
1941 13.943 9.155(65.6θ 

1942※※ 
1943 14.723 8.690(59.02) 

1944 15，002 9.178(61.18) 

一 一一
「文部省年報」により作成

員長 資料の不備による
※※「年報J に記載が辛い

157 (1.68)α% 1，338114.29)% 2.242(23.94)% 

196(2.01) 1.16201. 91) 2.088(21. 40) 

213 (2.13) 93619.35i 2.125(21.23) 

338 (3.24) 83217.97) 2，152(20.61) 
242 (2. 29) 703(6.6η 2.274(21.54) 

227 (2.13) 574 (5. 38) 2，353(22.05) 
217 (2.06) 49914.74) 2.353(22‘37) 

206 (1. 83) 442 (3.92) 2，83§(25..2902) ) 
184(1.59) 392(3.38) 

225 (1. 85) 326(2.68) 2.971(24.47) 

219 (1. 81) 319 (2. 64) 2，949(24.40) 
234 (1. 89) 288 (2. 31) 3.057 (24.68) 

237 (1. 87) 217(1. 71) 3.202(25.28) 

491 (3. 63) 831 (6.14) 3.011 (22. 25) 

394 (2. 81) 921 (6.61) 3，473 (24. 91) 

326 (2.21) 1，217(8.2η ω 
364(2.43) 1.123 (7. 49) 4.337(28.9 

〈表8) 北海道師範学校本科卒業者数

I~\ 
第 一部 第 二 部

総数
札縦函館組111 小;n 札機 百通量宮 筋111 小計

1926 151 143 122 416 60 56 25 141 557 
1927 124 140 128 392 32 40 35 107 499 
1928 133 135 113 381 28 38 36 102 483 
1929 122 138 112 372 32 34 37 103 475 
1930 124 121 109 359 30 34 36 100 459 
1931 128 122 124 374 2 21 376 
1932 101 94 88 283 22 25 24 71 354 
1933 89 90 89 268 20 22 21 63 331 
1934 70 66 59 195 22 21 23 66 261 
1935 52 51 56 159 22 26 23 71 230 
1936 54 51 48 153 33 35 33 101 254 
1937 57 55 43 155 40 41 :，8 119 274 
1938 52 53 50 155 38 39 39 116 271 

臨
1939 51 48 44 143 30 :33 36 99 242 
1940 56 76 63 214 56 56 61 168 382 
1941 71 76 81 228 31 20 20 71 408諜揖

1942 16 11 5 32 1 2 1 41 150 
1943 83 78 79 240 354 
1944 120 113 78 311 431 

「北海道学芸大学札税金校七十年小史J，í伺iI!l1l 1分校殴十年史J .r~t:~，草第二割。範学校開校
leま誌J(f自}線j第ro号).f北海道教育史j全選編3，等により作成

謀 1943年壇以降 1;1:男子部・女子部となるが，男子部:;t~臨的に第寸織に~C載した
謀諜1941年置以鋒の総計:;1:男女の合計を示す

114 
117 
120 
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「教員の不足は三郎総のー郊の学級減に起関す

るO 更に市町村の学級土慢の傾向が増し、大体 300

学級増加している。これが機次開きを増し、今日

では二百数十i;の欠員を生じているO 従来は代用

教員で補充したが、それも!お難となった。しかし

転出するものは代用教員と結婚のための女子教員

で、養成した優良教員が滋げるのではなし、。今日

の状態では女子教員の増加はやむを得なし、。如上

の理由から女子師範な創設し三学級募集、男子郎

総の旭川・函舘に一部の増募を実施するが、これ

は四年後でないと配鐙に奈らぬ。そこで男子の准

教員を三三郷範に五十名ずつ養成しているJ(1) 

この説明は、代用教員を得ることすらままにな

らないとL、う状況の下で、教員の/f'足を補うため

に、女子教員・准教員の養成がやむを得ず、また

なかば積極的にすすめられたことをよく示してい

る。

北海道における女子部範学校の必要性について

は、 19tlt紀末から教員不足解消策として、主とし

て低賃金でしかも交代が早いとL、う財政上の理由

また、初等教育には女子教員が適しているという

教育上の理由からも、教育会、市町村などによっ

て、しばしば主張されてきたことであっt.:.o この

問題が質問として示されない道議会は、ほとんど

なかったほどである。

女子部範学校が、その設立聖書求にもかかわらず

長い間実現しなかった混血は、道当局の次の説明

によって切らかである。

「女子教員は一、二年で三分の二更迭するし、

都会を望む関係もあり、むしろ高等女学校の補習

科の方がよい。教育費の関係もあるので女子部範

の新設はできないと思う J(2)

「女子邸範学校の必要を認めているのであるが、

北海道の如き区域広大なところは男子姉範がよか

ろう……」め

このように、設立要求と!可じ財政上の理由をも

って、 IE統な教員養成機関としての女子師範学校
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によってではなく、既設の北海道庁立高等女学校に、給 道庁はついに「本道現下ニ於ケノレ小学校教育ノ実情ヲ

奨側、教員級務義務を課した修業年限 1{fの補習科を設 鋭マスノレニ、学級数ノ増加ハ……年々三百余ヲ算スノレニ

けることによって、女子lE教員の綴織的養成が行なわれ 反シ、男子教員ノ数ハ、時局ノ影響ニ図ノレ転退職者及応召

てきたのて、ある(4)。 者等多数ヲ出サレノレカ‘為著、ンク減少シ、市モ斯ノレ傾向ハ

その後、 1931(昭 6)年札機高等女学校に小学校本科 今後益々継続増大スノレ情勢ニ在ノレノデアリマシテ、之ガ

lE教員養成を主意図して、専攻科(修業年限 2年〉が設媛 応急的措霞トシテ……臨時機教員ノ養成ヲ図ノレト共ニ、

された。 代用教員採用ニ出リ鋭意教員ノ補充ェ努メツツアリマス

これらは、いずれも女子師範学校の代替物として考え ノレガ、教員素質ノ低下ハ益々著シム教育上憂慮ユ犠へ

られていた。その卒業者の全てが小学校教員となったと ナイ次第デアリマス O 殊ニ男子ノ不足ニaノレ女教員ノ増

は考えにくいが(5)、補資科、専攻科卒業者はく表 9)の 加ハ、之ガ素質ノ向上ヲ図ノレヵー為、女子師範学校ノ設置

とおりであり、師範学校卒業者に土として決して少ない数 ノ必要ヲ痛惑j(めしたとして、女子師範校設立予算を計

ではなし、。 上しt.:::.o

〈表9) にもかかわらず、部範学校 高等女学校補潔科・専攻科卒業者が「他地方への赴任

高女橋習科・専 本科の拡大が思うにまかせな を背j んじないのは、設置さ当初から明畿なことであっ

攻科卒業者数 いという条件の下で、正教員 たoにもかかわらず、それらが女子部範学校の代鯵物た

年度 檎潔科

1926 766 
1927 677 
1928 725 
1929 681 
1930 525 
1931 336 
1932 253 
1933 307 
1934 365 
1935 374 
1936 437 
1937 423 
1938 402 

1939揮

1940 441 
1941 418 

1942諜 揖

1943 
1944 

専攻科

33 
43 
41 
43 
41 
38 
38 

42 
42 

31 
55 

の不足を女子教員によって急

逮補う必婆に迫られた時、補

習科、専攻科卒業者をもって

女子正教員とする政策は転換

せざるを得なかった。

I(高女専攻科卒業生の〕何

よりの難点は、就任に対する

強制カを受けていないことで

ある…しかもその入学者の大

部分は札幌在住者に備してい

るから、その人々の任地選択

は札幌に限られていて、他地

り得たのは、もっぱら正教員確保の切実ざと、滋財政の

状況によっていたからであった。

札幌などの都市においてはともかく、「……男教員ニ

代ノレベキ有力ナノレ女教員ヲi1U'全道ニ西日覆j(9)するため

には女子師範学校設立はうってつけであった。

地方財政の改警は何らなされないままに、正教員緩{呆

とL、う絶対的華客請に士見定されて、また「転退職者及応召

者Jの増加による正教員(男〕の不足を補うために、短

期間でしかも、給費と服務義務とによって「他地方への

赴任Jを強制可能な女子師範学校第二部(修業年限 2

年、 3学級、定員 120名〉の設立が実現した。北海道女

子師範学校は 1"・H ・資材、労力予算などノ関係上、新ニ

「文部省年報J により作成 方への赴任を下fんぜず、札 校舎共ノ他ヲ建築スノレコトハ、適当ノ符期迄之ヲ見合
資料の不備による

弾※「年報Jに記載がない 幌、しかも主として札幌市内 セ、普通教護、教材等ハ札幌男子師範学校ユ於ケノレモノ

に空席の生ずるのを待機しつつ家庭にあるとL、う状態で

ある。……現在最も必要なるものは、確l乎たる教育精神

に立てしかも才能ある女教員の全道的普及であるj(ti) と

女子教員養成機関設立が改めて主張されるに.?Eった。

北海道聯合教育会も強力にその主張を展開した。 1939

(招 14)年 8月に関かれた代議員会において、女子師

範学校設立の建議が2教育会から提案、採択された。建

議の説明はこう述べているO

「……今次事変始まりて以来、人的資源不足の結果、

努教員を得むこと容易ならず、当札幌市の場合、今年度

…怒く女教員を以て充当したる次第......ざればこの際、

優良なる女教員を得んことは、緩めて緊要の事に属す0

・…一従米庁立札幌潟女:専攻科に於て、女子師範学校に準

ずる教員養成をなし来れども、元来締範と高女は本質的

に相奥し、教科内容のま口きも決して同ーならず…j(札

幌教育会提出)(7)

ヲ併用j(10)するとしづ状態で、 1940(昭 15)年 4月に

発足した。

続いて准教員の養成に移ろう。

「尋常小学校機教員養成所要き項j(1939、9、3)によっ

て、尋常小学校准教員養成月号が、札幌、函館、旭川三部

範学校に、 1939(昭 14)年lOJjから開設された。 この

「望書項Jによれば、応募資格は「身体強健品行正ユシ

テム 14歳以上、 高等小学校(修業年限2年)卒業者、

青年学校本科卒業者、中等学校第2学年修了者、実業学

校本科第2学年修了者、これらと同等以上の学カを有す

る者のいずれかで、あった。修業年限は 6カ丹、月額7門

の給費があり、「修了者ニハ小学校教員無試験検定ヲ行

ヒ・・…初任給30円以上」が与えられ、 1年間の服務義

務が課せられていた(ll)0 1939 (昭 14)年度には 150名

が卒業した。
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翌年 10月から第2聞の養成が開始された。「初任給35

内又ハ 40何ヲ給スJ02) としたにもかかわらず、定員に

満たず、本L税、函館、旭川各養成所に 39、40、41人が

入所した(13)。函館、旭川については不明であるが、札

幌養成所は 36名の卒業者を送ったにとどまった(14)0 19 

41 (昭 16)年には、関民学校初等科}袋詰iI導養成所に改編

された。

選当局が、部範学校第一部(男子〉の増募は「・.....四

年後でないと配援に~らぬJので「准教員を三師範に五十

名ずつ養成している」と述べたように、一定の師範教育

的訓練を経ているとL、う点で、また短期間で、しかも准

教員であるから、道にとっても、市町村にとっても財政

的にみても、燈も具体性をもち得る教員補充策であった。

教員補充策は、代用教員の採用と、以上みたように、

正教員の磯保という婆議に規定されながら、他方でいか

に"安あがり"にf量的確保を実現するかとし、う財政上の

要請にも規定されて、女子師範学校と准教員の養成とい

うかたちをとって遂行した。

〈舷〉
(1)北海道議会事務局「北海道議会史j 第4巻， 1963・4，P .595 

この望書の「議案審議J の項は、議事録の湾録ではないので資料約

には不充分さを免れないが、事実はよく伝えていると判断される o

(2) 第16@]通常道会 (1916・1O-11)における矯本参与負の説明、「北

海道議会史」第・2巻， 1955・4，P.404 

(3) 第21@]，蓮常道会(1921・11-12)における絹川勝範学校(男子)設

立に隠する説明北海道議会史」第2巻， P .811 
(4) r北海遂庁立札幌高等女学校学J1UJ(北海道庁令， 1902・3・28)

により 1903年度から発足した。(r北海道教脊雑誌j 第 111号，

1902・4，公文J 槻による)

補習料はその後設立された11'立高等女学校にも設設された。

なお、北海道教育研究所「北海道教育史J 全道編3，19臼， 3 

P .803-804，P. 845 及び札線北高等学校創纂六十周年記念事業

協替会 r:;>-，-j--年J 1963・2，P .55，P .114-115を参照されたい。

(5) 卒業者中俗名が教員と在ったのかは資料を得ることができなか

ったのても不明で、あるが、札機i議文補聖書科卒業者 629人中小学校

教員となった者は413人に進ぜない(1916年5月現在，官官掲「六

十年J P .115)という点から，このような推測は許されよう。

〈表9)が示す補習科卒業者の減少は、ミ能率の惑さ"を綴拠に学

級数が削減されたことによる(高官掲f北海道教育史j全道編3，P. 
845を参照されたい)。

(6) 教員払J.1正時代の再来とその対策Jr~ti語教脊評論j 第 143 )'f，

1938・10，P.5-6 

(7) 第十六剖代議員会i薬事要録f北海道教育J 第253号， 1939・8

P.76-77 

(8) 第39@]通常港会(1939・11-12)における道当局の予算説明北

海道学芸大芋札幌分校七十年小史J 1956・10，P. 7からのE釘 iに
よる。

(9) r北海道教育」第253号， P .81-82 

11目前掲「七十年小史 JP.7より蚤ヲi
111) r，北海道庁公事RJ第1984号， 1939・9・3

(12) r向上J 第2273~・， 1940・8・24
(13) r同上J 第お01号， 1940・9・27

(14) r第霊式問尋常小学校准教員養成修了者名簿』札幌肩車範学校「自大

正十五年更昭和二十四年，教員養成所関係著書類J

むすび

日本資本主義の帝国主義的発展、なかんずく戦時休告Ij

への転換は、締範学校政策に新たな変容を迫らないで、は

おかなかった。それは次の諸点に整理されよう。

第一に、戦争の拡大に伴なう労働力と兵員の不足によ

る転退職・応召教員の増大は、男子正教員の不足をもた

らし、締範学校本科はその対策として急速に拡大され

た。しかし、教員の待遇が改善されない以上、本科に志

願者を得ることさえ困難であった。「大縫科Jr傷療室事人

教員養成所Jなどの設置も、「教員ノ;払底」解消に何ら

の意、事長を添えるものではなかった。

第二に、師範学校制度とは不可分で、あった「特典J短

期現役制度と徴兵免除が、兵員の確保という軍事上の切

実な要求の下に廃止され、教員不足と郎範学校入学志願

者の減少に-J欝狛率をかけた。それはまた軍国主義を強

化するための徴兵免除とL、う濁民皆兵制度下での矛盾を

解絡しようとするもので、あった。部範学校における箪事

教練は今まで以上に強化された。

第三に、本科が拡大されたにもかかわらず、教員の量

的確保のための施策は実際には多教の准・代用教員と女

子教員の採用によらざるを得なかった。それすらも時と

して困難で、あったが、教員の量的確保の必婆と地方財政

状況から、それらの方法こそが最も具体性をもち得るも

のであった。

第四に、一方で.iE教員の確保は絶対的であり、唯一の

正統な教員養成機関である師範学校に志願者を得ること

さえ凶難だとL、う状況は支配階級にとっても解決をゆる

がせにできない課題であった。師範学校の「昇務」はそ

のような性格をもつものであった。

第五に、師範学校は、日本資本主義の要求にみあった

小学校教員を養成するための教育機関で、ありながら、干苦

IE主義的発展望どとげようとするまさにそのことのために

教育機能が破壊され、 J帝国主義の期待する教員の養成・

確保すら不可能な状態になっていった。矛盾の打開がさ

らに新たな矛盾を生起せしめないではおかなかったし、

鋭く露呈せざるを得なかった。それはいかなる政策によ

っても克服されるものではなかった。
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